
憲法前文にODA大原則

　８月15日は太平洋戦争終戦記
念日。私たちは、悲惨な太平洋戦
争を冷静に振り返りながら、日本
の将来を考える良い機会にしなけ
ればならない。
　日本は1945年（昭和20年）８
月15日、米国を中心とする連合
国に対して無条件降伏した。あの
長崎、広島への原子爆弾投下とい
う激烈な衝撃は、旧軍部の戦争へ
の狂気を屈服させる大きなインパ
クトになった。私たちは、長崎、
広島の多くの犠牲者に深い哀悼を
込めて、戦争の悲惨さを未来永劫
に語り継がなければならない。
　終戦後の日本にとって、最初に
して最大の仕事は新しい日本人の
生き方を決める日本国憲法を制定
することであった。日本は1947
年（昭和22年）、試行錯誤の末
に、新しい日本国憲法を制定した。
この新憲法は通称、“平和憲法”
と言われている。
　日本は新憲法の下で戦争賠償援
助から始まった経済協力、そして

国際協力（政府開発援助＝
ODA）を今日に至るまで延々と
実施してきた。国際協力のスピリ
ットは、次のように日本国憲法の
前文に明記されている。
　「われらは、平和を維持し、専
制と隷従、圧迫と偏狭を地上から
永遠に除去しようと努めてゐる国
際社会において、名誉ある地位を
占めたいと思ふ」。そして「われ
らは、全世界の国民が、ひとしく
恐怖と欠乏から免かれ、平和のう
ちに生存する権利を有することを
確認する。（中略）日本国民は、
国家の名誉にかけ、全力をあげて
この崇高な理想と目的を達成する
ことを誓ふ」。
　このように、憲法前文には戦後
営々と続けられてきた日本の国際
協力の大原則が明記されている。
日本は戦後の賠償援助から始まっ
た開発途上国への経済・技術援助、
人道に基づく国際協力を幅広く継
承してきた。「日本の対外援助、
国際協力は外圧によって促進され
てきた」と言う人もいるが、その
基本路線は日本国憲法に基づいて

おり、外圧によって促進されたと
いう意見もあるが、それは援助増
額を求める外圧であって、本流の
見解ではない。
　2030年に向けて世界が合意し
た「持続可能な開発目標」
（SDGs）も、そのスピリットに
おいて日本の求める国際協力思想
と同じ路線であると言える。

揺らぐインド太平洋構想

　ところが、最近の新聞論調の中
には、巨大化する中国に対処して
ODAに政治性が求められ、軍事
協力と協同する形で、その重要性
が強調されている。なかでも東シ
ナ海で中国と領海問題を抱えてい
るフィリピン、ベトナムへの沿岸
警備艇の供与などは、典型的な事
例だと言える。もっと大きく言う
と、日本の提唱する「自由で開か
れたインド太平洋構想」にしても
一種の“中国封じ込め”と言えな
いことはない。したがって、こう
した構想に絡むODAは、まさに
中国封じ込み援助と言われても反
論できないだろう。

　そうした意味において、インド
太平洋構想はどう見ても単なる平
和志向政策とは言えず、極めて戦
略性の高い政策的構想と言っても
過言ではない。
　ところが、この構想に関しては
肝心の東南アジア諸国連合
（ASEAN）と日本は、同床異夢
の関係にあると言えないだろうか。
ASEANは中国を巨大な貿易相手
国として頼りにしており、付かず
離れずの微妙な間合いで巧妙に対
応している。そして、インド太平
洋構想でも中国と一定の距離を保
ちながら、独自の構想を模索して
いる。
　つまり、ASEANは巨大な中国
市場を見込みながら独自のインド
太平洋構想を目指しているように
見える。その意味において日本の
インド太平洋構想は実に脆弱な基
盤の上に立たされているのではな
かろうか。
　最近、一部の新聞論調では中国
の海洋進出を懸念して、日本は
ASEANへの軍事力強化にも戦略
的に援助の手を差しのべるべきだ
という考え方を提示している。だ
が、そうした考えは日本の一部の
人たちの願望であって、ASEAN
としては絶対に受け入れられない
考え方と言えるであろう。日本の
フィリピン、ベトナムへの沿岸警
備艇の供与は、東シナ海における
警備力を高めるだけの限定的な協
力であって、ASEAN全体に通用
する協力事業ではないと言える。
　ところが、一方でカンボジアは
港湾開発で中国からの援助を受け
ており、ミャンマーには国土を横

断する中国の石
油パイプライン
が敷設されてい
る。このように、
大陸部ASEAN
とフィリピン、
インドネシア、
シンガポールな
ど の 海 洋 部
ASEANとの対中温度差は微妙に
異なる。

求められる高度なアジア政策

　そういう複雑な事情の中で、日
本はいとも簡単に「インド太平洋
構想」を口にするが、より厳しく
見極めると、それは“仮説の政治
的構想”としか言えないこともな
い。ASEANのある政治家は、疑
い深く「日本はこの構想に、資金
をいくら用意しているのか」と尋
ねる。ASEANは日本の足元を見
透かしながら、そして、米国、カ
ナダ、オーストラリア、ニュージ
ーランドを天秤にかけながら、独
自の「インド太平洋構想」を検討
しているように見える。
　日本のメディアは、岸田政権の
「太平洋構想」を盛んに報道し
ているが、それは残念ながら日
本だけの話であって、ASEANは
独自に、いわゆるグローバル・
サウスの立場で中国をも包含し
たインド太平洋構想を練ってい
るようだ。日本としては、イン
ド太平洋構想が“国際的な茶番
劇”だと言われないためにも、
どう対処していけるのか、引く
に引けない立場に立たされてい
ると言える。間違えば、日本の

アジア外交への信用度が大きく後
退することにもなりかねない。日
本にとって、ロシアを敵に回すウ
クライナ絡みの対米外交も大切か
もしれないが、最終的にはアジア
へ回帰することになるに違いない。
大きく発展するアジア、中でも東
南アジアの次世代へ向けての発展
へ、日本はどう対処するのか。高
次元のアジア政策を探求する時代
へ日本は向かっていると言える。
　ところが、現実には高度成長す
るASEAN諸国向けの、次世紀へ
の政治・経済レベルの協力政策が
見えてこない。
　今や日本のASEANへの財産と
も言うべき大きな投資残高は日本
経済の屋台骨となっている。そう
いう状況にもかかわらず、日本の
ASEAN政策、なかんずくODA
政策においても、ODA卒業国扱
いで終わり、躍進するASEANへ
の先進的で高度な日本の協力政策
が見えてこない。
　日本は大きく進歩するASEAN
にふさわしい高レベルのASEAN
協力政策を議論、検討する時代を
迎えているのではなかろうか。こ
れは、中進国レベルの協力政策と
言えるもので、日本の政策的な力
量が問われていると言える。
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日本国憲法と国際協力
脆弱なインド太平洋構想

かつての南ベトナム首都サイゴン（現ホーチミンシティ）の旧首相官邸。今は淋しい記念館







混迷とどう向き合うか～タリバーン復帰２年のアフガニスタン
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段階的撤退を考えた米軍

―タリバーン復活の経緯をどん
な思いで見てきましたか。
　2001年秋に国連決議に基づき、
米軍中心の多国籍軍の攻撃でタリ
バーン政権が崩壊すると、同年末
の「ボン合意」に沿った移行政権
を経て、ハミッド・カルザイを大
統領とする政権が樹立された。実
はタリバーンは2002～03年、水
面下で新たなアフガニスタン建設
への参加の意向を示したことがあ
る。だが、政権および国際社会か
ら拒まれた。
　その後、2006年頃からタリバ
ーンが軍事攻勢を強め、勢力を盛
り返してきた。これに対し、
2009年に発足したバラク・オバ
マ政権は米軍を最大で13万人に
増派し、タリバーンの殲滅を図ろ
うとした。
　この頃、日本政府は米国の要請
もあり、国際社会全体の連携強化
のためにアフガニスタン・パキス
タン支援担当大使を新設し、私は

2010年、その二代目に就任した。
2012年には東京でアフガニスタ
ン復興支援国際会議（第２回東京
会議）を開き、総額170億ドル以
上の支援をまとめた。
　だが、米軍の増派によってもタ
リバーンの勢力は衰えず、オバマ
政権は2014年末に増派を元に戻
し、１万3,000人まで減らした。
このことにより、米政府内ではタ
リバーンをアフガニスタンから決
して排除できないと認識されたと
思う。どんな形であれ、タリバー
ンを取り込んで和解を実現し、新
しい政権を築くことが課題になっ
た。
　それには当事者であるアフガン
人同士が話し合い、新しい国作り
のプロセスを進めるのが理想だっ
た。ただ、タリバーンは軍事的に
自信があったのであろう。和平交
渉は進まなかった。
　アシュラフ・ガニ大統領は
2018年2月、タリバーンとの前提
条件なしの和平協議を国連と共催
の会議の場で提案した。同６月に

は３日間の停戦が成立した。とこ
ろが、アフガン人同士の本格的な
和平協議は進まず、その実現の為
もあって米国とタリバーンの間で
「米タリバーン和平交渉」が始ま
った。
　2020年2月末の合意は、米軍撤
退のほか、タリバーンとアフガン
政府の間の和平交渉開始、さらに
タリバーンがアルカイダなどのテ
ロ組織に協力しないことなどが盛
り込まれた。だが、停戦合意はな
く、アフガン人同士で話し合うこ
とになっていた。軍事的にはタリ
バーンが強いため、アフガン政府
軍にとっては厳しい状況だという
認識は米軍にあった。このため、
米軍は段階的に撤退し、その間に
和平交渉を進めるシナリオを描い
た。だが、残念ながら、混乱の中
での撤退になってしまった。

地方では女子教育も展開

―タリバーン暫定政権発足後は、
国際社会で孤立化を深めるばかり
です。

　国際社会がタリバーンの政府承
認をしないのは、二つの理由があ
る。まず、彼らの政権が全てのア
フガニスタン人を代表する包摂的
なものとは認められないこと。さ
らに女性の労働や中等教育以上の
女子教育を認めないことだ。ただ、
例外として、小学校教師や医療分
野のほか、ビジネス分野では女性
が活動できる。例えば、貿易では
商品の展示会などに女性起業家が
参加し、商談などができる。
　また、タリバーンに対しては、
インドネシアやサウジアラビアな
ど他のイスラムの国々が「女性に
は教育を受ける権利がある」と働
きかけている。イスラム社会では
「ウラマ（イスラム知識人）会
議」が時折開かれ、イスラムの問
題について話し合っている。
　タリバーンの中には厳しい戒律
に批判的な指導者もいる。例えば、
暫定政権のシラジュディン・ハッ
カーニ内務相代理は、戦時には軍
事部門のトップだった人だが、最
近は全ての政策決定を一握りの宗
教指導者が決めるのはおかしい、
と言っている。もちろん彼も最終
的には組織決定に従うが、タリバ
ーンにも多彩な声があることは知
っておきたい。
　また、アフガニスタンには34
の州があるが、そのうち13州の
一部では女子の中等教育が行われ
ているとの情報がある。タリバー
ンの多くはカンダハルなど南部出
身のパシュトゥン人だが、タジク
人やハザラ人、中央アジア系の
人々が住む地域では女子教育があ

る程度行われているという。もっ
とも最近は、戒律が厳しくなって
きているようである。
　実際はタリバーンも国内が落ち
着いて政権が安定しないと、妥協
をするのも難しいのかも知れない。
国際社会としては一足飛びに全部
を実現することを求めるのでなく、
長期的、かつ現実的な視野を持っ
て対応する必要がある。
　ヘンリー・キッシンジャー元米
国務長官は2021年８月15日のカ
ブール陥落の際にコメントし、
「米国はアフガニスタンで大きな
目標は立てたが、（一つ一つのス
テップとして）アテイナブル（達
成可能な）なゴールを設定できな
かった」と語っていた。
　今後も大きな方向性は変える必
要がないのかも知れないが、どう
いうステップを経てそこに到達す
るか、現実的なアプローチが必要
だ。また、相手が硬化する事を言
うのでなく、相手が受け入れられ
ることを実現させ、少しずつ関係
を改善することが適切であろう。

タリバーンとの対話の行方

―日本は昨年、カブールに大使
を戻し、実質的な活動を再開し、
岡田隆大使がタリバーンと対話を
進めています。
　日本はアフガニスタンで尊敬さ
れており、タリバーンも日本との
関係を改善したいと考えている。
タリバーンの最高指導者も関係者
に自分を代表して岡田大使と会う
ように指示を出したと聞いている。
西側主要国でカブールで実質的活

動を再開したのは、日本と欧州連
合（EU）くらいだ。
　これまでアフガニスタンでは日
本のNGOも大きな活躍をし、日
本全体からのメッセージが伝わっ
ている。日本政府が今の段階で出
来ることに限界があるが、国際機
関やNGOを通じてできることは
ある。
　日本は、東南アジア、南アジ
ア、中央アジア諸国との関係も良
く、インドネシア、マレーシアと
いったイスラム諸国ともアフガニ
スタンを巡って連携できる強みが
ある。

難民政策には民意の反映が必要

―アフガニスタンからの難民・
避難民が日本に来ています。日本
の難民受け入れ体制はまだ不十分
ですが、何が必要ですか。
　米国は多民族社会の例で、一つ
の地方銀行を見ても数十カ国出身
の者が勤務し、数十カ国語が話さ
れている。ボストンのマサチュー
セッツ工科大学（MIT）も大学
院は６割外国人であり、それで高
水準を維持している。
　そんな状況と比べると、日本は
難民政策も移民政策もしっかりと
議論し、見直していく必要がある。
ただ、外交政策は国民のレベルを
超えようとすると、矛盾が生じる。
　常に民意を大事にして政策立案
する必要がある。外国人に対する
一般の方々の関心が高まることが
大事である。いかに国民のコンセ
ンサスを取っていくか、それが重
要だと思う。
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元国連アフガニスタン支援ミッション（UNAMA）代表　山本 忠通氏
広島県出身。東京工業大学を卒業後、外務省に入り、在韓国および在米国日
本大使館公使、外務省広報文化交流部長、ユネスコ代表部大使、アフガニス
タン・パキスタン支援担当政府代表、在ハンガリー大使などを歴任。2016年～
2020年、国連事務総長特別代表兼UNAMA代表、国連事務次長。現在、立
命館大学、同志社大学で客員教授を務める

アフガニスタンにタリバーンが暫定政権を樹立してから間もなく
２年。政権を正式に承認した国はまだないが、日本はタリバーン
との対話を進めている。外務省出身で、国連事務総長特別代
表兼国連アフガニスタン支援ミッション（UNAMA）代表を務め
た山本忠通氏に日本と国際社会がアフガニスタンとどう向き合
っていくべきか、聞いた。
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タリバーン内部に
女性巡る多彩な意見も女性巡る多彩な意見も
日本の難民・移民政策には国民のコンセンサス不可欠


